
株式会社 遠鉄百貨店

貸借対照表

平成28年2月29日現在

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

円 円

【 流 動 資 産 】 7,101,420,474 【 流 動 負 債 】 12,328,457,674

現 金 及 び 預 金 305,521,785 買 掛 金 2,044,893,502

売 掛 金 569,980,158 リ ー ス 債 務 22,144,500

未 収 金 524,607,034 未 払 金 411,120,654

未 収 収 益 7,607,739 未 払 費 用 19,392,901

短 期 貸 付 金 2,000,000,000 未 払 消 費 税 等 93,303,515

預 け 金 1,953,000,000 未 払 法 人 税 等 19,598,545

商 品 1,452,725,550 預 り 金 7,937,978,951

貯 蔵 品 19,452,065 前 受 金 37,536,943

前 渡 金 307,264 前 受 収 益 1,685,815

前 払 費 用 175,911,461 商 品 券 1,708,012,426

繰 延 税 金 資 産 51,538,647 そ の 他 32,789,922

そ の 他 41,068,771 【 固 定 負 債 】 1,560,724,181

貸 倒 引 当 金 △ 300,000 リ ー ス 債 務 12,309,990

【 固 定 資 産 】 11,616,487,404 繰 延 税 金 負 債 16,756,795

( 有 形 固 定 資 産 ) 4,830,132,488 退 職 給 付 引 当 金 1,282,774,967

建 物 3,046,108,363 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 27,570,000

建 物 付 属 設 備 631,025,787 資 産 除 去 債 務 145,232,629

構 築 物 22,865,522 預 り 保 証 金 28,160,000

機 械 装 置 2,683,549 預 り 敷 金 47,919,800

器 具 備 品 225,916,210 負 債 合 計 13,889,181,855

土 地 846,496,200 純 資 産 の 部

リ ー ス 資 産 55,036,857 【 株 主 資 本 】 4,813,102,769

( 無 形 固 定 資 産 ) 246,114,946 資 本 金 480,000,000

ソ フ ト ウ ェ ア 241,800,621 利 益 剰 余 金 4,333,102,769

電 話 加 入 権 3,045,000 利  益  準  備  金 120,000,000

商 標 権 1,269,325 そ の 他 利 益 剰 余 金 4,213,102,769

( 投 資 そ の 他 の 資 産 ) 6,540,239,970 別途積立金 4,320,000,000

投 資 有 価 証 券 227,106,029 繰越利益剰余金 △ 106,897,231

関 係 会 社 株 式 20,000,000 【評価・換算差額等】 15,623,254

出 資 金 600,000 その他有価証券評価差額金 15,623,254

長 期 貸 付 金 5,074,461,212

長 期 前 払 費 用 25,483,310

差 入 保 証 金 162,146,819

差 入 敷 金 1,030,442,600 純 資 産 合 計 4,828,726,023

資 産 合 計 18,717,907,878 負 債 ・ 純 資 産 合 計 18,717,907,878



個別注記表

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1）資産の評価基準及び評価方法

①関係会社株式 移動平均法による原価法

②その他有価証券

・時価のあるもの 事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に基づく原価

法により算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

③たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

・商品 売価還元法

・貯蔵品 先入先出法

（2）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産 （リース資産を除く）

 定率法（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）について

 は、定額法）

②無形固定資産 （リース資産を除く）

 定額法

③リース資産

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

（3）引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の

見込額に基づき、当期末に発生していると認められる額を計上し

ております。なお、数理計算上の差異については翌期に全額費用

処理することとしております。

役員退職慰労引当金 役員の退職に伴う退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく

期末要支給見込額を計上しております。

（4）消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

（5）会計方針の変更

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

（5）追加情報 「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する法律」が平成

27年3月31日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算

（ただし、平成28年3月1日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事

業年度の34.8％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成28年3月1日から平成29年2月28

日までのものは32.3％、平成29年3月1日以降のものについては31.6％にそれぞれ変更され

ております。

 その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が2,292千円減少し

、当事業年度に計上された法人税等調整額が3,023千円、その他有価証券評価差額金額が

730千円それぞれ増加しております。

（6）追加情報

（遠鉄モール街ビルにおける減損損失の計上）

遠鉄モール街ビルの事業譲渡に先立ち、事業の将来の収益性を検討した結果、減損損失を

233,287千円計上しました。資産に係る回収可能額は、第三者による評価額をもとに正味

売却価額により測定しており、時価の算定は、不動産鑑定評価額によっております。

2.当期純損益金額

△155,768,592円


